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今回のテーマ︓中国税関信⽤管理制度 
「中華⼈⺠共和国税関企業信⽤管理弁法」（税関総署第237 号令、以下「信⽤弁法」）
が2018 年5 月1日に施工され、税関は企業信⽤状况に基づき企業を高級認証企業、一般
認証企業、一般信⽤企業、信⽤喪失企業に分類され、それぞれ管理が⾏われる。信⽤の高い
企業はより優遇され、信⽤喪失企業へはより管理が厳格に⾏われることから、企業運営への影
響も大きい。 
 

主な内容 

１．信⽤管理措置の内容は次のとおりである。 
高級認証企業 一般認証企業 信⽤喪失企業 

•輸出⼊貨物平均検査率は
一般信⽤企業平均検査率の
20％以下 
•担保免除申請が可能 
•査察、検察頻度の減少 
•輸出貨物が税関監督管理
区に到着する前に税関申告
が可能 
•税関は企業のための調整員
のポストを設ける 
•AEO1111 相互認証国家又は
地区税関の通関利便性措置 
•信⽤遵守のための国家関連
部門連合インセンティブ措置 
•不可抗⼒のために中断され
た国際貿易回復後の優先的
な通関 
•税関総署が規定するその他
管理措置 

•輸出⼊貨物平均検査率は
一般信⽤企業平均検査率の
50％以下 
•輸出⼊貨物通関連手続の
優先処理 
•税関への担保支払⾦額が
税総額又は税関総署が規定
する⾦額以下となることも可
能 
•税関総署が規定するその他
管理措置 

•輸出⼊貨物平均検査率は
80％以上 
•信⽤に問題のない企業の貨
物の玉掛け（クレーンに荷を
掛け外しする作業のこと）、
移動、倉庫費⽤に対する検
査を免除しない 
•一括徴税制度を適⽤しない 
•特別な状況を除き、先に通
関し後でサンプルや写真を検
証するという措置を適⽤しない 
•加工貿易業務を営む場合、
全額担保提供が必要 
•査察、検察頻度を高める 
•国家関連部門の実施する
信⽤喪失による国家関連部
門連合懲罰措置を適⽤ 
•税関総署が規定するその他
管理措置 

 
 
 
 
2. 認証更新必要期間 

                                                             

1 AEO（Authorized Economic Operator）︓WCO（世界税関機構）は「世界中の（国際間）貿易安全と便宜化基準
枠組み」で次のように定めている。如何なる⽅式で、貨物の国際流通に関与し、かつ、世界中の税関組織または供給チェーン安全基
準を満たすと税関に認可された製造業者・輸⼊業者・輸⼊業者・通関業者・、運送業者、貨物整理業者、仲介業者・港及び空
港・貨物ターミナル経営業者・倉庫管理業者・代理店などを含む事業者である。 



税関は認証企業に対して定期・不定期に認証を更新する。 
企業類型 認証更新における必要期間 

高級認証企業 •一般認証企業に降格した後、1 年間は高級認証企業となる申請は不可 
一般認証企業 •一般信⽤企業に降格した後、1 年間は認証企業となる申請は不可 

•信⽤喪失企業に降格した後、2 年間は一般信⽤企業になれない 
信⽤喪失企業 •過去 2 年間、信⽤喪失の状況が発⽣していない場合、一般信⽤企業に調整 

•一般信⽤企業に調整後、満 1 年経過後、一般認証企業の申請が可能 
 
お⾒逃しなく 
 信⽤状況よる検査率は明確となります。 
 その他政府部門による連合奨励・懲罰制度の整備に留意する必要があります。 
 ⾃⼰評価を⾏い、速やかに不⾜部分を改善する必要があります。 
 定期的に点検（チェック）することで、認定更新準備をするが必要です。 
 物流（通関）パートナーの信⽤状況を把握し、少なくとも同レベルの信⽤の会社に依頼すること

が重要です。 
 
 

以上 
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